ブロードバンド条件不利地地域支援事業要綱
（目的）
第１条　この要綱は、町内のブロードバンド条件不利地地域におけるインターネット利用環境を向上させるため、衛星を利用したインターネット機器を導入する個人または法人に対し、初期投資費用の一部を支援することにより、情報通信格差解消の一助とすることを目的とする。
（補助対象者）
第２条　補助の対象者は、衛星を利用したインターネット機器を導入する個人又は法人で、次の各号の全ての要件を満たすものとする。
（１）町内に住所を有している又は事業開始までに町内に住所を有すること。
（２）町税及び使用料等が完納されていること。
（３）機器を導入することで、導入前の通信速度と比較し速度の向上が見込める
こと。なお、その基準は、導入前の通信速度が下り２．０Ｍｂｐｓ未満の場合とする。
（補助対象事業）
第３条　補助の対象事業は、衛星を利用したインターネット機器を新規に導入する場合の標準的な初期導入費用とする。
２　前項に規定する事業のうち、国又は北海道の助成を受ける事業については対象外とする。
　　また、他の自治体の事業で補償対象となる事業についても対象外とする。
（補助金額）
第４条　補助の金額については、前条の規定に該当する事業にかかる初期導入費用の金額とする。

ただし、補助金の限度額は、１事業につき２８３，５００円とする。
（補助金の交付申請）
第５条　補助金を受けようとする者は、補助金交付申請書（別記様式１）に次に掲げる書類を添付して町長に提出するものとする。
（１）事業実施が確認できる資料
（２）事業費支払額が確認できる資料
（３）その他必要と認める資料

（補助金の交付）
第６条　町長は、前条により補助金交付申請書を受理した場合において、事業内容が適当と認めたときは、事業完了後、補助対象者に補助金を交付するものとする。
（補助金交付決定の取消し及び返還）
第７条　町長は、補助対象者が次の各号の一に該当した場合は、補助金の交付決定を取消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（１）補助金を他の目的に使用したとき。
（２）虚偽、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、又は受けよう
としたとき。
（その他）
第８条　この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。
附　則（平成２１年１２月２２日訓令第３２号）
１　この訓令は、平成２１年１２月２４日から施行する。ただし、適用する事業は　平成２１年１１月１日以降実施した事業からとする。

　　　附　則
　この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。

